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高規格堤防の現状

資料２－１



高規格堤防の多面的な効果
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高規格堤防の河川管理上の効果
○高規格堤防は、ふつうの堤防と比較して幅の広い堤防（堤防の高さの３０倍程度）

越水しても堤防上を緩や
かに水を流すことで、堤
防の決壊を防ぐ

水が浸透しても堤防幅を広くと
ることで、堤防斜面・内部の侵
食による決壊を防ぐ

越水 浸透

●ふつうの堤防 ●ふつうの堤防

●高規格堤防 ●高規格堤防

○超過洪水時における越流・浸透による堤防決壊を防ぐことで壊滅的な被害を回避
○地震発生時にも、液状化による堤防の大規模な損傷を回避

＜高規格堤防整備前＞ ＜高規格堤防整備後＞

高規格堤防

高規格堤防特別区域 30h

●ふつうの堤防

●高規格堤防

地震発生時
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必要に応じ地盤改良を行い、強い地盤とすることで、

地震発生時にも液状化による堤防の大規模な損
傷を回避する。

（あわせて液状化による市街地の壊滅的な被害を
回避する）



堤防の安全性向上

○ 氾濫区域の一部区間でも高規格堤防として整備することで、氾濫区域の堤防決壊リスクが低減。
○ 基本的な断面形状が完成していない場合でも、堤防の安全性は格段に向上。
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高規格堤防
事業区域

氾濫区域

通常堤防区間
堤防決壊リスク有

高規格堤防区間
堤防決壊リスク低減

通常堤防区間
堤防決壊リスク有

基本的な断面形状が確保されていない場合にも堤防の安全性は格段に向上

高規格堤防の
多面的な効果

一部区間で高規格堤防を整備することで、氾濫区域の堤防決壊リスクが低減

Ｈ

30Ｈ

基本的な断面形状
暫定的な断面形状



避難場所、災害時の活動拠点
○ 災害時には、周辺住民等の避難場所としての機能を発揮。
○ また、被災者の救助活動や、水や食料をはじめとする緊急物資の輸送・供給活動など、災害時の
様々な活動の拠点としても活用が期待されている。

救助活動や緊急物資の輸送・供給活動の拠点として活用も期待

災害時には20万人の避難場所としての機能を発揮
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避難場所、災害時の
活動拠点となる公園

【小松川地区（江戸川区）の事例】

高規格堤防の
多面的な効果



良好な住環境の提供

○木造住宅密集地域・狭あい道路の解消などによる良好な住環境を提供。

１．小松川地区（荒川）

２．平井7丁目地区（荒川）
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高規格堤防の
多面的な効果



良好な住環境の提供（整備済箇所での住民アンケート結果）

○高規格堤防上にお住まいの方々にアンケート調査をしたところ、
・住環境は概ね９割の方が「満足」、「まあ満足」と回答
・よいと思うことは「河川空間の広がり・開放感」、「洪水に対する安全・安心」、「日当たりの良さ」
・よくないと思うことは「風の強さ」、「地震に対する不安」
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高規格堤防の
多面的な効果

調査年月：平成29年1月～2月
対象：荒川、江戸川、多摩川、淀川の高規格堤防上に

居住する住民
回答率：37.6％（1,623通／4,320通）

良い面

良くない面



良好な住環境の提供（地価上昇の例①）

○ 当該地区は、高規格堤防の整備と共同で土地区画整理事業を実施。
○ 近傍の地区と比較すると完成後の路線価が相対的に高くなっている。
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高規格堤防の
多面的な効果
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高規格堤防整備による地価の変動

A

H10
高規格
堤防着手

H15
高規格堤防
盛土完了

A～D地区で
3番目の路線価

※路線価比は、B・C・D地区の路線価の平均値を1.00とする

※ は、A地区路線価／B・C・D地区の平均路線価

高規格堤防の事業区域周辺の路線価（地価）変動

高規格堤防盛土完成以降
A～D地区でトップの路線価

A地区

路
線
価
比

A

資料：東京都主税局HPを国土交通省が編集

※図面は地理院地図版（国土地理院）を水管理・国土保全局が編集

高規格堤防の
事業区域

A

B

C D



良好な住環境の提供（地価上昇の例②）

○ 当該地区は、高規格堤防の整備と共同で工場跡地等を活用して、市街地の再開発を実施。
○ 近傍の地区と比較すると完成後の路線価が相対的に高くなっている。
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高規格堤防の
多面的な効果

H10
高規格
堤防着手

A～D地区で
4番目の路線価

※路線価比は、B・C・D地区の路線価の平均値を1.00とする

※ は、A地区路線価／B・C・D地区の平均路線価

高規格堤防の事業区域周辺の路線価（地価）変動

高規格堤防盛土完成以降
A～D地区でトップの路線価

A地区

A

資料：東京都主税局HPを国土交通省が編集

※図面は地理院地図版（国土地理院）を水管理・国土保全局が編集

H17
高規格堤防
盛土完了

高規格堤防の
事業区域A

BC

D



良好な都市空間を形成

○都市景観が向上し、良好な都市空間を形成。

１．新田地区（荒川）
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高規格堤防の
多面的な効果

２．伊加賀西地区（淀川）



高規格堤防の多面的な効果（まとめ）
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越水・浸透による堤防決壊
を防ぐことで壊滅的被害を
回避

河川管理上の効果
（堤防が強化される効果）

まちづくりとしての
効果

超過洪水発生時

地震発生時 液状化による堤防の大規模
な損傷を回避

液状化による市街地の壊滅
的な被害を回避

地震発生時

周辺住民等の避難場所とし
ての機能を発揮

安全なまち

快適なまち

災害時の活動拠点として活
用

都市景観が向上し、良好な
都市空間を形成

木造住宅密集地域・狭あい
道路の解消など良好な住環
境を提供

一部区間の整備の場合や
基本的な断面形状が完成し
ていない場合にも、堤防の
安全性が格段に向上すると
ともに、まちづくりとしての効
果を発揮災害発生時

平常時

水害発生時 浸水被害の軽減



前回検討会審議内容とその後の状況
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過去の経緯と方針
○ 高規格堤防整備事業は、人口、資産等が高密度に集積した低平地等を抱える大河川において、堤防の決壊
に伴う壊滅的な被害の発生の回避を行い、治水安全度の向上を図るため、幅の広い緩傾斜の堤防を整備する
もので、昭和62年度より5水系6河川（利根川、江戸川、荒川、多摩川、淀川、大和川）で実施。

【事業仕分け】（平成22年10月）
事業廃止

（とりまとめ内容）
「現実的な天災害に備える視点に立ち入り、治水の優先順位を明確
にした上で、事業としては一旦廃止をすること。」

【今後の整備方針】（平成25年4月）
◎今後は、約120kmの区間のうち、

・地元から強い要望があり、
・まちづくりとの連携が可能、
・地域防災の観点からも重要

となるところ等を優先的に整備。

【平成25年度以降】
○高規格堤防については、まちづくりの状況や地元の意見等を踏
まえ、コスト縮減や事業の透明性の向上を図りつつ、地域の防
災力の向上に資する地区等において整備する。

【これまでの検討状況】（平成23～平成24年度）
○有識者からなる検討会を開催し、「人命を守る」ということを最重視
して、整備区間を従来の約873kmから「人口が集中した区域で、堤防が
決壊すると甚大な人的被害が発生する可能性が高い区間」であるゼロ
メートル地帯等の約120kmに限定（平成23年12月）

○平成23,24年度予算では、継続事業については最小限の措置とし、新規
箇所には着手せず。

従来の区間（約８７３ｋｍ）

今後の区間（約１２０ｋｍ） 13



現在までの整備状況
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高規格堤防の整備状況（約120km区間） H29.3時点
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区間
延長

全ての形状を含む整備延長
うち、高規格堤防の基本的な
断面形状が確保された区間延長

約120km
14.3km
(12%)

3.3km
（2.8%)

区間
延長

全ての形状を含む整備延長
うち、高規格堤防の基本的な
断面形状が確保された区間延長

江戸川
22.0km

1.9km
(8.4%)

0.6km
(2.9%)

荒川
51.9km

6.2km
(12%)

0.7km
(1.4%)

多摩川
15.3km

2.8km
(18%)

1.7km
(11%)

淀川
22.8km

1.4km
(6.1%)

0.1km
(0.4%)

大和川
6.9km

2.1km
(30%)

0.2km
(2.2%)



これまでの主な整備事例
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平成２３年以前着手 種別 河川名・地区名 主な共同事業者

市街地再開発 荒川・小松川地区
淀川・伊加賀西地区
荒川・新田地区

東京都等
民間事業者（マンション開発）等
都市再生機構等

土地区画整理 荒川・平井７丁目地区 江戸川区

公園整備 荒川・鹿浜地区
淀川・城北地区

足立区
大阪市

民間マンション整備 多摩川・戸手地区

淀川・出口地区

川崎市、
民間事業者（マンション開発）
民間事業者（マンション開発）

自専道整備＋土地区画整理 大和川・阪高大和川線地区 堺市、阪神高速

○平成２３年度以前に事業着手した地区は、自治体や民間など様々な事業者と共同で事業を実施。
○平成２３年度以降に事業着手した地区は、ほぼ自治体と共同での事業実施のみ。

平成２３年以降着手 種別 河川名・地区名 主な共同事業者

土地区画整理 江戸川・北小岩一丁目地区 江戸川区

公営住宅建替 淀川・酉島地区 大阪市

公園整備 淀川・生江地区 大阪市



高規格堤防の整備状況の推移(約120km区間） H29.3時点
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○ピーク（平成８～２２年度）時には、平均して約１３地区で事業を実施。
○平成２３年度以降は、４～７地区程度。

地
区
数

※事業中地区数とは、工事を実施している地区数であり、事業中の区間の延長ではない


